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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢が改善し、設備投資や生産が持ち直

す等、緩やかな回復基調が続きました。 

オフィスビル業界におきましては、企業業績の回復を背景として、空室率や賃料水準は小幅ながら改善傾向

が継続しました。 

このような状況の下、当社グループは積極的な営業活動を展開する一方、競合ビルとの差別化を目指し、ビ

ル管理品質向上活動を推進するなど「ダイビルならでは」のテナントサービスに努めました。なお、昨年１２

月に取得した「コーナーストーン・ビルディング」および本年３月に竣工した「新ダイビル」のテナント誘致

活動は、順調に成約が進んでおります。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ①土地建物賃貸事業 

  既存ビルの一部は主要テナントの退室等に伴い減収となりましたが、「コーナーストーン・ビルディング」お

よび「新ダイビル」の通期寄与により、売上高は６，８９５百万円と１２２百万円（前年同期比１．８％）の

増収となりました。費用面では、「新ダイビル」の減価償却費が増加したこと等により、営業利益は２，３８２

百万円と５３８百万円（前年同期比１８．４％）の減益となりました。 

 ②ビル管理事業 

  既存受託契約の一部における解約の影響等により、売上高は２，０１１百万円と６８百万円（前年同期比

３．３％）の減収となりましたが、営業利益は１８０百万円と２百万円（前年同期比１．６％）の増益となり

ました。 

 ③その他 

テナント入居に伴う工事管理料が増加したこと等により、売上高は１０７百万円と２５百万円（前年同期比

３１．２％）の増収となり、営業利益は５９百万円と２９百万円（前年同期比９９．９％）の増益となりまし

た。 

 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は９，０１４百万円と７９百万円（前

年同期比０．９％）の増収、営業利益は２，３１２百万円と４９３百万円（前年同期比１７．６％）の減益と

なりました。 

営業外損益では、金融収支は若干改善いたしましたが、経常利益は２，１６３百万円と４７６百万円（前年

同期比１８．０％）の減益となりました。 

なお、特別損失として、前年同期は建替関連損失等計１，２４７百万円を計上したことにより、親会社株主

に帰属する四半期純利益は１，４１０百万円と５１９百万円（前年同期比５８．４％）の増益となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて３，６９１百万円減少し、

３５９，０１１百万円となりました。主な要因は、現金及び預金の減少（２，８７８百万円）、流動資産その

他の減少（１，０９０百万円）、減価償却等による建物及び構築物の減少（１，５８７百万円）、株価の回復

に伴う投資有価証券の増加（２，１５７百万円）であります。 

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて５，８５５百万円減少し、

２１４，７０３百万円となりました。主な要因は、前連結会計年度末に未払計上した「新ダイビル」新築工事

代金の支払い等による流動負債その他の減少（１０，８０５百万円）、有利子負債の増加（５，１９６百万円）

であります。 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて２，１６３百万円増加し、

１４４，３０８百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の増加（５９４百万円）およびその他有価証券

評価差額金の増加（１，４７５百万円）であります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成２７年４月３０日公表の数値を修正しておりません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 
（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」

という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期

連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間

の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成 26 年４月１日 至 平成 26 年６月 30 日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（単位：百万円） 
 報告セグメント 

その他 

（注１）
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注３）  

土地建物 

賃貸事業 

ビル 

管理事業
計 

売 上 高 

外部顧客への売上高 6,773 2,079 8,853 81 8,935 － 8,935

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 26 483 509 - 509 △509 －

計 6,799 2,563 9,362 81 9,444 △509 8,935

セグメント利益 2,920 177 3,098 29 3,128 △322 2,805

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事請負、工事管理、不動産仲
介等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△322 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△328 百万円等であ
ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の本社人事総務部門等管理部門に係る費用であ
ります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年６月 30 日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（単位：百万円） 
 報告セグメント 

その他 

（注１）
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注３）  

土地建物 

賃貸事業 

ビル 

管理事業
計 

売 上 高 

外部顧客への売上高 6,895 2,011 8,907 107 9,014 － 9,014

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 25 531 557 - 557 △557 －

計 6,921 2,542 9,464 107 9,571 △557 9,014

セグメント利益 2,382 180 2,563 59 2,622 △310 2,312

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事請負、工事管理、不動産仲
介等を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△310 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△311 百万円等であ
ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の本社人事総務部門等管理部門に係る費用であ
ります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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